
連絡事項  

・三位一体の改革について  

平成17年I1月30日  

政 府】・ 与 党   

三位一体の改革については、「地方にできることは地方に」という方針の  

下、平成，8年席までに、4兆円程度の国庫補助負担金改革、3兆円規模を  

目指した税源移譲、地方交付税の見直しの確実な実現を回るため、検討を進  

めてきた。   

政府・与党は、昨年11月の「政府・与党合意」及び累次の「基本方針」  

を踏まえ、かつ、地方の意見を真攣に受け止め、平成18年度までの三位一  

体の改革に係る国庫補助負担金の改革及び税源移譲について、下記のとおり  

合意する。   

なお、地方交付税の見直しについては、今後の予算編成を通じて具体的な  

調整を行う。   

地方分権に向けた改革に終わりはない。   

政府・与党としては、椅年度までの改革の成果を踏まえつつ、国と地方  

の行財政改革を進める観点から、今後とも、真に地方の自立と責任を確立す  

るための取組を行っていく。  

記  

l．国庫補助負担金の改革について  

（l）総額  

国庫補助負担金の改革については、平成18年度において、上記「上政   

府・与党合意」において同年度に行うことを決定済みの改革に加え、別   

紙量のとおり、税源移譲に結びっく改革（6，540億円程度）を行う。  
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昨年度までの決定分（3．8兆円程度）に加え、今回の税源移譲に結  

びっく改革、さらにスリム化の改革及び交付金化の改革を進めることに  

より、4兆円を上回る国庫補助負担金の改革を達成する。  

（2）各分野  

イ．文教   

義務教育制度については、その根幹を－維持し、義務教育費国庫負担  

制度を堅持する。その方針の下、．費用負担について、ノJ、中学校を通じ  

て国庫負担の割合は三分の－とし、8，500億円程度の減額及び税  

源移譲を確実に実施する。   

また、今後、与党において、義務教育や高等学校数官等の在り方、  

国、都連府県、市町村の役割について引き続き検討する。  

ロ．社会保障   

児童扶養手当（3／4→l／3）、児童手当（2／3→l／3）、施  
設費及び施設介護給付費等について、国庫補助負担金の改革及び税源  

移譲を実施する 

生活保護の適正化について、国は、関係者協議会において地方カ、ら  

提案があり、．両者が丁致Lた適正化方策について速やかに実施すると  

ともに、地方は生活保護の適正化について真撃に取Ij組む。   

その上で、適正化の効果が上がらか、場合には、国（政府・与党）  

と地方は必要な改革について早急に検討し、実施する。  

†＼．施設費   

建設国債対象経費である施設費については、地方実にも配慮し、以  

下の国庫補助草粗金を税源移譲の対象とする。その際には、廃止・減  

額分の5割の割合で税源移譲を行うものとする。  
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また、上記の施設費について廃止・減額し、税源移譲を行う場合に  

は、関連する運営費等の経常的経費についても併せて見直しを行う。  

消防防災施設整備費補助金 等（総務省）  

公立学校等施設整備費補助金（文部科学省）  

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金 等（厚生労働省）  

資源循環型地域振興施設整備費補助金 等（経済産業省）  

ニ．そ．の他   

公営性宅家賃対策等補助の減額に当たっては、年度間や地域間の変  

動に対応した支援を国として的確に行うとともに、社会的弱者への住  

宅セーフティネットを実現するという国の責務を確実に果たすこと  

ができる仕組みを整備することとする。   

なお、今後の予算編成過程において検討される制度改正については、  

適切に対処する。  

2．税源移譲について  

（り 税源移譲は、上記I．及びこれまでの国庫補助負担金の改革の結   

果を踏まえ、別紙2のとおり、3兆円規模とする。  

（2） この税源移譲は、平成ほ年度税制改正において、所得税から個   

人住民税への恒久措置として行う。平成椅年度予算においては、別   

紙2の税源移譲額の全額を所得譲与税によって措置する。  
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⊂逼直垂亘コ  

・介護サービスに係る医療責控除の取扱いについて  

事  務  連  絡  

平成17年12月19日  

各 都道府県介護保険担当部（局）担当者 様  

厚生労働省老健局総務課   

「介護保険制度下での指定介護老人福祉施設の施設サービス及び居宅サービ  

スの対価に係る医療費控除の取扱いについて」の一部改正について  

介護保険制度下での指定介護老人福祉施設の施設サービス及び居宅サービス  

の対価に係る医療費控除の取扱いについては、その基本的考え方に変更ありま  

せんが、今回の改正に伴い、領収証の様式等の変更が必要となるため「介護保  

険制度下での指定介護老人福祉施設の施設サービス及び居宅サービスの対価に  

係る医療費控除の取扱いについて」 （平成12年6月12日付事務連絡）に基づ  

く取扱いについて平成17年10月1日サービス分より別添のとおりといたしま  

す。   

つきましては内容を御了知の上、貴都道府県内（区）市町村（政令市、中核  

市も含む）、関係団体、関係機関等にその周知徹底を図るとともに、その運用  

に遺憾なきよう、よろしくお願いいたします。   

なお、「居住、滞在及び食事の提供に係る利用料等に関する指針（平成17年  

9月7日付厚生労働省告示第419号）」に基づいて「特別な居室等又は特別な食  

事に係る利用料」と居住、滞在及び食事の提供に係る利用料の取扱いが事業所  

等で適正に実施されるよう、指導監督を徹底していただくようお願いいたしま  

す。   

また、平成17年10月分に限って従来の領収証による発行を認めることとし  

ます。  
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別添   

介護保険制度下での指定介護老人福祉施設の施設サービス等の対価に係る医  

療費控除の取扱いについては下記のとおりとする  

1 対象者   

要介護度1～5の要介護認定を受け指定介護老人福祉施設に入所する者。  

2 対象費用の額   

介護費（法第48条第2項に規定する「厚生労働大臣が定める基準により算   

定した費用の額」をいう。）に係る自己負担額、食費に係る自己負担額（「指   

定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準」（平成11年3月31   

日厚生省令第39号）第9条第3項第1号及び同令第41条第3項第1号に規   

定する「食事の提供に要する費用」をいう。）及び居住費に係る自己負担額   

（「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準」（平成11年   

3月31日厚生省令第39号）第9条第3項第2号及び同令第41条第3項第2   

号に規定する「居住に要する費用」をいう。）として支払った額の2分の1   

に相当する金額。  

3 領収証   

法第48条第7項及び介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）第   

82条に規定する領収証に、2の対象費用の額を記載する。（別紙様式参照）  
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老振発第1219001号  

平成17年12月19日  

各 都道府県介護保険主管部（局）長 殿  

厚生労働省老健局  

「介護保険制度下での介護サービスの対価に係る医療費控除の取扱いに  

係る留意点について」の一部改正について   

「介護保険制度下での介護サービスの対価に係る医療費控除の取扱いに係る  

留意点について」（平成12年老振第73号）を、別紙のとおり改正し、平成  

17年10月1日より適用することとしたので、内容を御了知の上、管内内市  

町村、関係団体、関係機関等にその周知徹底を図るとともに、その運用に遺憾  
のないようにされたい。  
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居住費・食費の所得税法上の取扱い関係  

問 施設給付の見直しに伴い、食費・居住費の所得税法上の取扱いはど  

うなるのか。  

（答）  

1今回の施設給付の見直しに伴う、介護保険施設の食費・居住費の   
所得税法上の取扱いについては、別添においてお示ししているとお   

り、従前と同様、特別な食費・居住費を除き、医療費控除の対象と   
して取り扱うこととされたところである。   

※ 特別な食費・居住費とは、『居住、滞在及び食事の提供に係る  

利用料に関する指針（以下「ガイドライン」という。）』（厚生労  

働省告示第419号）に基づき事業者が規定する「利用者等が選定  

する特別な居室等の提供又は特別な食事の提供に係る利用料」で  

ある。   

2 なお、今回の取扱いは特別な食費・居住費が通常の食費・居住費   
と明確に区分できることを前提としていることから、各施設におけ   

る会計面においても、医療費控除の対象となる食費・居住費が明確   

になるよう、特別な食費・居住費については、勘定科目を明確に区   

分することとしているところである。   

3 各都道府県においてもこうした取扱いを御了知頂くとともに、特   

別な食費・居住費を徴収するに当たっては、ガイドラインに定める   

手続きに基づき適切に行われるよう、関係事業者などに周知徹底を   
図っていただきたい。  
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連絡事項  

・調整交付金の適正な交付について   

会計検査院による平成16年度決算検査報告において、介護給付貴財政調整交付金が  

過大に交付されている事例が指摘された。介護給付費財政調整交付金の交付については、  

誠に遺憾ではあるが、制度創設からこれまでの間、例年指摘を受けているところである。   

なお、指摘事項の大半は、調整基準標準給付費を算定するに当たり、介護給付費等の  

数値を誤って計上するなどのケアレスミスによるものであるが、一部には算定対象月以  

外の月分を計上するなど制度の理解が不十分であると考えられるものも見られる。これ  

らの誤りは、算定に当たり改めて関係法令や交付要綱等を十分に確認するとともに、申  

請の際にまとめて数値の検証を行うのではなく、毎月の数値について経過した月ごとに  

順次検証を行うなどの事前準備を行ってお〈ことにより回避することができるものと考   

えられる。  

ついては、管内市区町村に対し、適正な交付が確保されるよう更なる周知徹底を図る  

とともに、交付申請及び実績報告時における書類審査を厳格に行うことをお願いいたし   

たい。  
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